市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：市民と共同し高すぎる国保税引き下げを
（問）国保税が高い原因は、国が地方自治体に対する国庫負担を削減したことにある。全国知事会や全国市長会は1兆円の公費投入を求めている。私も賛成だが、本市もこの立場か。
（答）被保険者の負担上昇の抑制に向けて県と連携し引き続き国に対し強く要望していく。
（問）災害等一時的要因に限らず、失業疾病などで所得減となった世帯に対する本市独自の国保税減免制度があるが、過去の議会で「周知に努める」といいつつ全くと言っていいほど活用されていない。
（答）納税相談に来た市民に対し、減免対象となる市民は納税課から国保年金課担当者にスムーズにつなげる取り組みをしていく。
（問）国保にだけある「均等割」（収入の多寡に関わらず家族数に応じて41000円の課税）がさらに国保税を高くしている。値下げは私の公約、子育て世帯だけでも「均等割」値下げを検討すべきではないか。
（答）県の保険料水準の統一化の中で、議論が出てくることが望ましい。

標題２：病院と市民に損害を与える給食委託中止の判断を
（問）4月の委託開始以降、受託業者の職員だけでは厨房業務が回らず市の職員が毎日3～5名応援しなればならない状況が続いている。市民は委託料以上の負担を強いられている。契約違反ではないか。
（答）業務移行に際し一定の栄養科職員の引継ぎは必要であり損害と認識していない。ただし4月以降厨房業務に従事した職員人件費を負担する申し出が業者からあり合意している。

（問）市民利益が守られた点で前進だが、損害と認識しないのに、なぜ業者が負担する事に合意する必要があるのか。
（答）損害賠償しかありえないのであれば、業者が費用を負担する場合もありうる。
（問）11月6日以降、市職員の応援なく受託会社職員だけで厨房業務がこなされているが、来年度の委託契約期間中この状況が続けられるのか
（答）現状の状況が続く限り、病院の職員が応援に入ることはない。
